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ト(TEACCH Transition Assessment Profile：TTAP)を
実施 (1校)」。「再雇用されている県立養護学校教職員
を定年後に，知的障害者をサポートする職員として採
用する(1校)」「業務補佐員（知的障害者，発達障害者）
と指導員（委託職員）を配置した業務支援室において，
各部署の業務支援や構内の環境整備等を行っている(1
校)」。「大学病院精神科へのピアサポートワーカーの導
入，障害者自らの経験を活かして研究活動に参画する
ユーザーリサーチャーの導入(1 校)」や「教員につい
ては本人の障害特性により困難な業務に係る支援者の
雇用等を想定した特別経費を措置している(1 校)」な
どが行われていた。 
7．障害者雇用の重点項目と課題 
図３ 障害者雇用における課題 
複数選択回答(校)(n=32) 
表１　コロナ禍から明らかになった今後取り組み
　コロナ禍により「活動自粛が求められていうこ が多くなることが予想されるので，障害者のモチベーション
維持が必要になってくる」。「自閉症スペクトラムの職員の中には，もともと対人距離が近く，相手の直ぐそばで
大きな声で話す人がいて都度指導してきたものの，障害特性もあるので仕方がないというところもあった。しか
し，今はそうも言っていられないのでより厳しく（指導）せざるを得ない」。
　今後，採用段階において「感染予防」や「オンライン選考」が検討されるのではないか。その理由として「労
務作業等，テレワークの実施が困難な職への応募が減少することが予想される。また，雇用の安定性の面から期
限付採用の求人の応募の減少がこれまで以上に予想される」。働き方については「現時点で働き方について変更
は生じていない。また，テレワークには対応困難な業務内容である。」との回答がある一方，「洗浄（清掃）業務
に従事する職員は（非常事態宣言時は）特別休暇としたが，このような状況が長期化する場合，在宅で行うこと
ができる業務や自己啓発等を検討する必要がある」。「今後は，新型コロナウイルス（感染予防）だけではなく，（働
き方改革など）様々な場面で（国立大学でも）在宅勤務を実施していくことが予想されるため，在宅でも勤務可
能な環境整備や業務内容の見直しなどを検討する必要がある」。障害特性による差異はあるが「テレワークに対
応可能な業務（スキル）を習得する必要があり」，人事管理者や直接支援をする職員は「オンラインで障害者の
サポートを行うことができるような取り組みが必要になる」と考える。
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1．先行研究との比較からみた障害者雇用の現状
　全国の大学への質問紙調査を実施した先行研究（水
内ら，2013）と比較すると，回答のあった32校のうち，
法定雇用率を過去5年間継続し達成している大学は20
校（62％）で，先行研究の64.8％とほぼ同数であっ
た。本調査では，業務について障害者手帳の種類や障
害の程度との関係については尋ねてはいないが，現在
も封入作業やシュレッダー廃棄処理，学内の建屋や緑
地帯の環境整備などは先行研究と同様に実施されてい
た。先行研究と比べ，教職員の代行業務である「デー
タ入力」や「一太郎ソフト作成書類のWordソフトへ
のデータ変換作業」というパソコン業務が増えている。
コロナ禍ゆえのニーズである「アルコール清拭」「感
染予防のビニール袋でのガウン作成」などは，時流に
応じて柔軟に委託業務を請け負っている表れと考えら
れる。先行研究と同様に総合大学では多種多様な業務
を創出している傾向があるが，「大学病院精神科への
ピアサポートワーカーの導入，障害者自らの経験を活
かして研究活動に参画するユーザーリサーチャーの導
入」といった障害特性を活かした展開が見受けられた。
これは国立大学の法人化から約16年が経過し，発達
障害者支援法や，外見からは障害のあることが分かり
にくい障害者に対する理解が進むと共に，大学内での
業務の効率化やコスト削減が進められているものと推
察する。
　本調査で特記すべき事項は，水内ら（2013）の先
行研究では身体障害者を雇用している大学は9割で，
発達障害など精神障害者を雇用している大学は半数に
も満たない結果だった。しかし，本調査で「障害者手
帳の3種類共」に雇用している大学が17校（53％），
「身体障害者手帳及び精神障害者保健福祉手帳」の取
得者を雇用している大学が11校（34%）の合計28校
（87%）と高い伸びを示していた。「勤務席の周りにパー
テーションを設置」して仕事に集中できるよう環境調
整を行い，障害特性を把握し支援するため米国ノース
カロライナ大学TEACCH自閉症プログラムで開発され
た学校から就労への移行のための検査評価法を用いて
「職業アセスメントを実施」することはその表れと推
察する。また，障害者雇用の専門部署が「障害学生の
職場体験の受け入れ」を行い，就労移行支援事業所と
連携体制を構築するなど，地域で障害者の雇用推進を
進めていることが示唆された。
2．発達障害者などを意識した職場定着の検討
　本調査で重点項目として「障害のある職員の持病悪
化の予防と対策」があり，「障害者の採用や離職」「サ
ポートする職員の採用や離職」「発達障害特性のある
職員の対応」などが課題として挙げられた。課題解決
に向けては，地域の就労支援機関や保護者と連携し重
層的に離職防止に努めていた。梅永(2013)は，企業
だけでなく就労支援を行う専門家も発達障害の特性や
適職について詳しいとは限らず，発達障害者の職業的
社会を阻む最も大きな要因は周りの人が障害特性を理
解していないことであると指摘している。そのため支
援者は，適切なジョブマッチングを図れるよう本人と
雇用側のニーズや能力特性を把握するべきであると述
べている。そのためには職業アセスメントを行い，特
性にあった業務指示や感覚過敏等に配慮した職場環境
づくりを学ぶことは有用であると考えられる。
3．障害者雇用の専門部署としての新たな役割
　障害者雇用は，これまで雇用率制度と職業リハビリ
テーションの視点から展開されてきた。2013年6月
に障害者雇用促進法が改正され，障害を理由とする差
別の禁止という新たな視点が加わった。教育に目を
転じると同様に，国立大学は合理的配慮の義務化に
より，障害学生の入学前から卒業後の就労まで切れ
目のない支援が求められている。日本学生支援機構
（JASSO）が行った実態調査（2020）では，2008年
度から2017年度の10年間に障害学生数は6,235人
から31,204人のほぼ 5 倍に増加している。そのよう
ななか既に12校の大学で，障害者雇用の専門部署と
して障害学生の職場体験の受け入れをしていることが
明らかになった。それは職場体験を通じて自己の障害
特性に気付き，卒業後障害を開示して働くかクローズ
で就職するかの意思決定の助けとなり得る。障害学生
が増加傾向にある近年では，障害者雇用の専門部署の
新たな役割として大学へ寄与できる可能性を秘めてい
ると推測される。
4．今後にむけての対策
　我々はコロナ禍により，環境変化や新たな生活様式
への対応を求められる大きな変革が必要とされてい
る。環境の変化に敏感で，先のことを想像することが
苦手な発達障害など精神障害者にとってはストレスに
なる場合がある。今後国立大学においても，職場に出
勤するというこれまでの「前提」を問い直される事態
が予想され，オンライン面接やパソコンによるテレ
ワークに対応可能な業務スキルを習得しておく必要性
が示唆された。
Ⅴ．まとめと今後の課題
　多様性を尊重し包括的な取り組みを推進する国立大
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学で障害者が働くことは，障害特性や健康状態に配慮
を受けながら教職員の業務の負担を軽減する役割を担
うことでもある。しかし荒金（2020）は，定着志向
で障害者を採用すると意欲や意識の高い障害者は活躍
の場がないとやる気をなくし，一方で活躍思考に重き
を置き，成長を求めたりキャリアアップを奨励するこ
とは定着志向の強い障害者や障害特性により，十分期
待に応えられない障害者にとってはストレスとなった
りとニーズとのズレを生じることになると指摘してい
る。国立大学は，各大学で策定された経営方針があり
障害者雇用に対する考え方，これまで培ってきた風土
や価値観というソフト面の違いがある。ディーセン
ト・ワークの視点からバックキャスティングで持続可
能な障害者雇用の在り方を，非正規雇用の雇用が増加
傾向にある大学経営とのバランスを踏まえ検討するこ
とが求められると推察する。今回，コロナ禍のなかで
全国調査を行い，データ数が十分でない中での探索的
な検討に留まっている。また大学の教職員数の違いや
地域特性があることから,一概に論じることは難しい。
よって今後の課題として，本調査から得られた知見を
更なる質的調査や事例研究を通して詳細な分析をして
いくことが必要であると考える。
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